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「消費者安全法の一部を改正する法律案」

「特定商取引法の一部を改正する法律案」
｢消費者教育の推進に関する法律案｣の成立に際して

全国消費者団体連絡会

この度、第１８０回国会において、政府提案の「特定商取引法の一部を改正する法律案」「消費者安全法の一部を改正する法律案」、国会議員提案による「消費者教育の推進に関する法律案」「消費者基本法の一部を改正する法律案」が可決成立しました。
法律の成立にあたり、衆議院消費者問題に関する特別委員会ならびに参議院消費者問題に関する特別委員会では、丁寧にご審議いただきました。各政党、政府など関係各位のご尽力に深く感謝いたします。
これらの法律の成立を、消費者の権利の確立のための一歩前進と捉え、歓迎します。今後、法律の厳正な執行により、消費者被害の未然防止や消費者事故の減少などの成果が上がることを期待します。
これまで、全国消団連は、全国の消費者団体や専門家、関係団体の皆さんと共に、「特定商取引法の一部を改正する法律案」「消費者安全法の一部を改正する法律案」「集団的消費者被害回復に係る訴訟手続に関する法律案」(仮称)の消費者関連三法案と「消費者教育の推進に関する法律案」の早期成立を求め、集会や学習会、国会議員への要請など、継続して活動を行なってきました。いずれも消費者の権利の確立や消費者被害の回復のために重要な法律であり、消費者庁創設の頃よりその実現が期待されていたものです。

政府には、国会での審議の中で付された附帯決議を尊重し、よりよい制度の実現に向けた見直しを行なうなどして、消費者の権利を確立する制度の充実が図られることを願います。

今回成立した法律案に加えて、消費者の被害を回復するための画期的な制度である、「集団的消費者被害回復に係る訴訟手続に関する法律案」(仮称)についても、一日も早い国会への提出と法案の成立を強く望みます。

今回定められた消費者関連法には、消費者団体の果たすべき役割に対する期待が随所に盛り込まれています。消費者の権利の確立に向けて、全国消費者団体連絡会として役割発揮に努めてまいります。そして、制度の充実に向けて、各法律の課題や執行状況を注視し、提言をまとめて発信するなどしながら、法の実効性を確保していくことに、今後も力を注いでまいります。
